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Ⅰ．はじめに
　日 本 商 事 仲 裁 協 会（Japan Commercial Arbitration Association）（以 下
「JCAA」という。）
（１）
は、2019年 1 月から、それまでの 2 つの仲裁規則を全面








































































（ 3 ）　JCAA の意図等については、道垣内正人「日本商事仲裁協会（JCAA）の新し
い動き─ 3 つの新仲裁規則の施行等」NBL1141号 4 頁（2019）参照。
（ 4 ）　H. Watkins, “Product Differentiation and the JCAA’s 2019 Sets of Arbitration 
Rules”, Asian Dispute Review, Vol.21, No.3, p.114 （2019）; D. Gilmore, J. Ribeiro, S. 




























（ 5 ）　UNCITRAL 仲裁管理規則20条 2 項。






そして、商事仲裁規則31条 3 項は、仲裁人の数が 3 人の場合は、第三仲裁人を仲裁
廷の長とし、仲裁人による別段の合意がない限り、仲裁廷の長は、（ 1 ）審問及び

























2 項）、（ 2 ）仲裁人補助者には、仲裁人と同じ公正・独立性を求め、守秘義務を課
すこと（ 3 項）（ 3 ）仲裁人補助者の報酬及び仲裁経費は、仲裁人報償⾦に関する規
定上は経費とするが、その額は、その仲裁人補助者を用いた仲裁人について上限額
を算定する際には、当該仲裁人の報償⾦と読み替えること（ 4 項）等を定めている。



















のは、国際商業会議所（ICC：International Chamber of Commerce）、ロン
ドン国際仲裁裁判所（LCIA：London Court of International Arbitration）及


















（10）　この作成を提唱した Alan Redfern の名前を冠して Redfern schedule と呼ば
れ、各当事者が記載する部分と仲裁廷が判断する部分とに分かれている。最初の 2


































（11）　大陸法型仲裁を定める後述（Ⅲ． 1 ）のドイツ仲裁協会の仲裁規則27条 2 項
も、仲裁廷は、その成立の後できるだけ速やかに（原則として21日以内に）、手続
準備会合を開催しなければならない旨定めている。


































（15）　K. P. Berger & J. O. Jensen, “Due Process Paranoia and the Procedural 
Judgment Rule: A Safe Harbor for Procedural Management Decisions by 
International Arbitrators”, Arbitration International, Vol.32, No.3, 415 （2016）.　な
お、高橋宏司「日本法から見た『適正手続パラノイア（due process paranoia）』─

























（17）　インタラクティヴ仲裁規則を含む JCAA の2019年施行の 3 規則の検討を行っ
た委員会のメンバーによる座談会「 3 つの新仲裁規則の理論と実務─商事仲裁規
則・インタラクティヴ仲裁規則・UNCITRAL 仲裁管理規則─」JCA ジャーナル
66巻 9 号 5 頁参照。また、同規則については、井原一雄「利用者からみた『イン
タラクティヴ仲裁規則』」JCA ジャーナル66巻 5 号 3 頁（2019）、柏木昇「インタ
ラクティヴ仲裁規則と仲裁廷の暫定的な考え方の提⽰について」JCA ジャーナル
































　　（ 1 ）　 仲裁廷が重要と思料する事実上の争点及びそれについての暫定的な
考え方
　　（ 2 ）　 仲裁廷が重要と思料する法律上の争点及びそれについての暫定的な
考え方




3 　 当事者は、前項により定められた期限までに、書面により、第 1 項に定め
る各項目について意見を述べることができる。この意見においては、証人
尋問を求めるか否かについての意見も述べることができる。
4 　 仲裁廷は、第 3 項に従い提出された当事者の意見を勘案し、証人尋問を行
うか否かを決定しなければならない
5 　 第 1 項の規定により提⽰された見解は、その後の仲裁廷の判断を何ら拘束
するものではない。

































































（21）　インタラクティヴ仲裁規則 5 条は、「当事者、仲裁廷及び JCAA 並びにこれら
の間の関係は、この規則のほか、当事者間の別段の合意により規律される。ただ
し、第 3 編及び第 4 編についてはこの限りではない。」と定めている。商事仲裁規


























































































































　B． 証拠調べを含む口頭弁論期日の 1 回だけ開催すること
　C．手続をいくつかの局面に分割すること

















（29）　https://praguerules.com/　A. Panov, “The Prague Rules ─ An Alternative 
Approach to the Conduct of Proceedings in International Arbitration”, 
International Commercial Arbitration Review, 2018, p.77 （2018）; D. G. Henriques, 
“The Prague Rules: Competitor, Alternative or Addition to the IBA Rules on the 
Taking of Evidence in International Arbitration?”, ASA Bulletin, Vol.36, No.2, 
p.351 （2018）; Rombach & H. Shalbanava, “The Prague Rules: A New Era of 
Procedure in Arbitration or Much Ado about Nothing?”, SchiedsVZ, Vol.17, No.2, 
p.52 （2019）; L. Hoder, “Chapter II: The Arbitrator and the Arbitration Procedure, 
Prague Rules vs. IBA Rules: Taking Evidence in International Arbitration”, 
Austrian Yearbook on International Arbitration. 2019, p.157; K. P. Berger, 
“Common Law vs. Civil Law in International Arbitration: The Beginning or the 
End?”, Journal of International Arbitration, Vol.36, No.3, p.295 （2019）; P. J. 
Pettibone, “The Prague Rules on the Efficient Conduct of Proceedings in 
International Arbitration: Are They an Alternative to the IBA Rules on the 






























































































































附属書 3 の F が「⾮拘束的」である旨定めているとの同じである。もっ
























































（35）　仲裁廷の和解への関与については、たとえば、K. P. Berger, “The Direct 
Involvement of the Arbitrator in the Amicable Settlement of the Dispute Offering 
Preliminary Views, Discussing Settlement Options, Suggesting Solutions, 
Caucusing”, Journal of International Arbitration, Vol.35, No.5, p.501 （2018）参照。




























て、そのうち、 1 ％の100万件に仲裁条項が盛り込まれ、さらにその 1 ％の 1 万件











ハ規則の比較─」JCA ジャーナル67巻 1 号 8 頁（2020）、児玉実史「仲裁実務家か
ら見たプラハ規則」同15頁、加藤新太郎「裁判実務からみた『インタラクティヴ仲
裁規則』の評価」JCA ジャーナル67巻 3 号 3 頁（2020）に接した。
